
参考様式１

　　　農山漁村振興交付金（農山漁村活性化整備対策）事業実施計画

＜連絡先＞
ＦＡＸ番号 メールアドレス

妙高市農林課 0255-74-0028 0255-73-8206 norin@city.myoko.niigata.jp

計　画　主　体　名 計　画　期　間

みょうこうし

妙高市 平成31年度

担当課 電話番号



Ⅰ　事業活用活性化計画目標

Ⅱ　評価指標

第１評価指標の設定根拠

第２評価指標の設定根拠

事業活用活性化計画目標 事業活用活性化計画目標の設定根拠

農林水産物等の販売・加工促進

　本市では、農産物等の販売・加工を促進するため、直売センターとまと、四季彩館ひだなんなど、農産物直売所が
整備されており、安全で新鮮な農産物の気軽な販売・購入の場所として人気が高まっている。農産物直売所を中心
に、農家などの六次産業化の動きが活発化しており、農産物等の販売・加工促進により、新たな産業や雇用の創出、
農村活性化につなげることが求められている。

第１評価指標（必須） 　　　　　　　　　　　　　具体的数値目標の算出方法
具体的数値目標

地域産物の販売額の増加 54,000千円増加
本事業により整備する農業振興施設における地域産物の販売額の増加額
（54,000千円）

第２評価指標（任意） 　　　　　　　　　　　　　具体的数値目標の算出方法具体的数値目標

(千円）

Ｈ27 H28 H29 計 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34 計 3年平均

本事業により整備する農業振興施設の地域産物販売額 0 0 0 0 26,000 65,000 70,000 161,000 54,000

合　計 0 0 0 0 26,000 65,000 70,000 161,000 54,000

計画期間前の地域産物の販売額(現状）
項　目

計画期間内の地域産物の販売額（目標）



第３評価指標の設定根拠

雇用者数の増加 9.1人増加
新規常時雇用者数（9.1人）＝活性化計画により整備した施設における常時雇用者
数（目標値：9.1人）

雇用者増加数（27.3人）＝農産物直売所（17.8人）＋農家レストラン（9.5人）
目標値（3年平均）＝9.1人

第３評価指標（必須） 　　　　　　　　　　　　　具体的数値目標の算出方法
具体的数値目標

労働時間 雇用者数 労働時間 雇用者数 月数(※1) 雇用者数 労働時間 雇用者数 労働時間 雇用者数 月数 雇用者数
a b c d e f A B C D E F f＋F

正社員 8.0時間 1人 8.0時間 1人 7か月 0.58人 8.0時間 1人 8.0時間 1人 3か月 0.25人 0.83人

パートA 4.5時間 2人 4.0時間 2人 7か月 0.64人 3.5時間 2人 3.5時間 2人 3か月 0.22人 0.86人

パートB 6.0時間 3人 6.0時間 3人 7か月 1.31人 6.0時間 3人 6.0時間 3人 3か月 0.56人 1.87人

パートC 8.0時間 2人 8.0時間 3人 7か月 1.32人 8.0時間 1人 8.0時間 2人 3か月 0.32人 1.64人

5.20人

正社員 8.0時間 1人 8.0時間 1人 9か月 0.75人 8.0時間 1人 8.0時間 1人 3か月 0.25人 1.00人

パートA 4.5時間 2人 4.0時間 2人 9か月 0.82人 3.5時間 2人 3.5時間 2人 3か月 0.22人 1.04人

パートB 6.0時間 3人 6.0時間 3人 9か月 1.69人 6.0時間 3人 6.0時間 3人 3か月 0.56人 2.25人

パートC 8.0時間 2人 8.0時間 3人 9か月 1.70人 8.0時間 1人 8.0時間 2人 3か月 0.32人 2.02人

6.31人

正社員 8.0時間 1人 8.0時間 1人 9か月 0.75人 8.0時間 1人 8.0時間 1人 3か月 0.25人 1.00人

パートA 4.5時間 2人 4.0時間 2人 9か月 0.82人 3.5時間 2人 3.5時間 2人 3か月 0.22人 1.04人

パートB 6.0時間 3人 6.0時間 3人 9か月 1.69人 6.0時間 3人 6.0時間 3人 3か月 0.56人 2.25人

パートC 8.0時間 2人 8.0時間 3人 9か月 1.70人 8.0時間 1人 8.0時間 2人 3か月 0.32人 2.02人

6.31人

17.82人

正社員 8.0時間 1人 8.0時間 1人 7か月 0.58人 8.0時間 1人 8.0時間 1人 3か月 0.25人 0.83人

パートA 4.5時間 1人 4.0時間 1人 7か月 0.32人 4.0時間 1人 4.0時間 1人 3か月 0.13人 0.45人

パートB 6.0時間 1人 6.0時間 2人 7か月 0.55人 4.0時間 1人 2.0時間 1人 3か月 0.11人 0.66人

パートC 8.0時間 1人 8.0時間 2人 7か月 0.74人 0.0時間 0人 6.0時間 1人 3か月 0.05人 0.79人

2.73人

正社員 8.0時間 1人 8.0時間 1人 9か月 0.75人 8.0時間 1人 8.0時間 1人 3か月 0.25人 1.00人

パートA 4.5時間 1人 4.0時間 1人 9か月 0.41人 4.0時間 1人 4.0時間 1人 3か月 0.13人 0.54人

パートB 6.0時間 1人 6.0時間 2人 9か月 0.71人 4.0時間 1人 2.0時間 1人 3か月 0.11人 0.82人

パートC 8.0時間 1人 8.0時間 2人 9か月 0.95人 0.0時間 0人 6.0時間 1人 3か月 0.05人 1.00人

3.36人

正社員 8.0時間 1人 8.0時間 1人 9か月 0.75人 8.0時間 1人 8.0時間 1人 3か月 0.25人 1.00人

パートA 4.5時間 1人 4.0時間 1人 9か月 0.41人 4.0時間 1人 4.0時間 1人 3か月 0.13人 0.54人

パートB 6.0時間 1人 6.0時間 2人 9か月 0.71人 4.0時間 1人 2.0時間 1人 3か月 0.11人 0.82人

パートC 8.0時間 1人 8.0時間 2人 9か月 0.95人 0.0時間 0人 6.0時間 1人 3か月 0.05人 1.00人

3年目計 3.36人

9.45人

合　計 27.27人

9.09人

※1　1年目は、６～３月の10か月を実稼働として計算した。（4～5月の2か月は準備期間としてカウント外とした）

※2　雇用者数（f及びF）は、次の計算による。

　　　f=　{(a÷8時間×22/30日×b）＋（c÷８時間×８/30日×ｄ)}×e÷12か月

　　　F=　{(A÷８時間×22/30日×B）＋（C÷8時間×８/30日×D)}×E÷12か月

常時雇用者数平日（22/30日） 休日（8/30日） 平日（22/30日） 休日（8/30日）
施設名 年数 雇用区分

夏期4～12月(9ヶ月) 冬期1～3月(3ヶ月)

3年間合計

3年目計

3年平均

農産物直売所

1年目

2年目

3年目

農家レストラン

1年目

2年目

3年目

1年目計

2年目計

3年間合計

1年目計

2年目計

（人）

H27 H28 H29 計 H32 H33 H34 計 3年平均

農業振興施設における雇用者数

　　農産物直売所 0 0 0 0 5.20 6.31 6.31 17.82 5.94

　　農家レストラン 0 0 0 0 2.73 3.36 3.36 9.45 3.15

合　　計 0 0 0 0 7.93 9.67 9.67 27.27 9.09

利用区分
雇用者数（現状） 雇用者数の増加（目標）



（事業実施計画）

Ⅲ　活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標と交付対象事業の関連性

433,532 156,112 156,112

事業実施主体事業メニュー名 地区名 事業内容 事業規模等 実施期間

地域連携販売力
強化施設

妙高市

・地域産物販売
　供給施設
・食材提供施設
・雪室

・１棟　998㎡ Ｈ31 156,112

全体事業費
（千円）

交付金要望額
（千円）

交付額
算定交付率

交付限度額
（千円）

備考
活性化計画の目標及び事業活用

活性化計画目標との関連性

　地元の農林水産物を活かした産地直売所
や農家レストランを整備し、地元の食材や
観光などの魅力ある情報を発信すること
で、農家所得の向上を図りながら農業振興
や地域経済の活性化を目指し、定住人口の
増加に繋げる。

妙高市 433,532 156,112 1/2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合　　　　計



Ⅳ　他の施策との連携に関する事項
（事業実施計画）

事業メニュー名連携する施策名 地区名 連携する施策と交付対象事業の関連性等



Ⅴ　農山漁村振興交付金（農山漁村活性化整備対策）年度別事業実施計画

離島振興
計画

輸出促進条
件整備

耕作放棄地
の解消対策

地域再生
計画

事業別内容 H31 新潟県 150002 妙高市 152170 妙高市 妙高市 1 1 1 1

①事業費計

②市町村等附帯事務費

③県附帯事務費

総合計（①＋②＋③） 1 H31

共同で計画作成を行う場合の内訳

○○町 事業費（ハード）

市町村等附帯事務費

××県 事業費（ハード）

都道府県附帯事務費

市町村等附帯事務費

計画
の

提出
年度

新規
・

変更
の

区別

新規
「１」
変更
「２」

都道府県 計画主体

市町村名
名称

コード
（地方公共

団体コード番
号（総務

省））

名称

コード
（地方公共

団体コード番
号（総務

省））

地域指定状況

計画期間
最終年度

他

地区名

連携施策は
「１」を
記載

連携施策は
「１」を
記載

豪雪
地帯

急傾
斜地

奄美
群島

連携施策は
「１」を
記載

山村
振興

過疎
地域

特定
農山
村

半島
振興

離島
振興

連携施策は
「１」を
記載



定住自立圏
共生ﾋﾞｼﾞｮﾝ

国土強靱化
施策

福祉、教育、観光
等と連携した地域
活性化に向けた

取組

女性の能力の
積極的な活用
に向けた取組

中山間地農業
ルネッサンス

事業

円 円 円 円

5 27
地域連携販売力
強化施設

1-第1-(1)
地域産物販売提供施設、
食材提供施設、雪室
１棟　998㎡

H31 ～ H31 妙高市 433,532,000 312,225,750 156,112,000 1/2 156,112,000

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

433,532,000 312,225,750 156,112,000 156,112,000

433,532,000 312,225,750 156,112,000 156,112,000

事　業
メニュー
番　号

他の施策との連携 全　　体　　計　　画

連携施策は
｢１｣を記載

事業内容
及び

事業量
該当する連携
施策の番号｢
１～６｣を全て

記載

連携施策は
「１」を
記載

連携施策は
「１」を
記載

事業メニュー名
要件

類別等
番号連携施策は

｢１｣を記載

交付対象
事業費

（Ａ）

交付金額

(千円未満切捨）

交付額
算　定
交付率

（Ｂ）

交付限度額

(Ｃ)＝(Ａ)×(Ｂ)
(千円未満切捨）

実施期間
事業実施

主体
全体事業費



円 円 円 円 円 円 円 円 円 ％ 円 円 円 円 円

0 0 0
地域産物販売提供施設、
食材提供施設、雪室
１棟　998㎡

433,532,000 312,225,750 156,112,000 0 156,113,750 0 100 156,112,000 該当なし 433,532,000 312,225,750 156,112,000

0 0 0 433,532,000 312,225,750 156,112,000 0 156,113,750 0 156,112,000 該当なし 433,532,000 312,225,750 156,112,000

0 0 0 433,532,000 312,225,750 156,112,000 0 156,113,750 0 156,112,000 該当なし 433,532,000 312,225,750 156,112,000

本年度までの累計前　年　度　ま　で 本年度

交付対象
事業費市町村費 そ　の　他

年度末
進捗率

(Ｅ)

単　年　度
交付限度額

(Ｃ)×(Ｅ)－(Ｄ)
(千円未満切捨）

消費税仕入
控除税額

全体事業費
交付金額

(Ｄ)

事業内容
及び

事業量

全体事業費
交付対象
事業費

交付金額

(千円未満切捨）

県費全体事業費
交付対象
事業費

交付金額



円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

平成○年度

翌年度以降（予定）

備　　　考

全体事業費
交付対象
事業費

交付金額 交付金額 全体事業費
交付対象
事業費

交付金額全体事業費

平成○年度

交付対象
事業費

交付金額 交付金額全体事業費
交付対象
事業費

全体事業費
交付対象
事業費

平成○年度翌年度以降の累計 平成○年度


